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Ⅰ 兵庫県の概観



１

兵庫県の人口と経済・財政規模

平成18年度
経済活動別
県内総生産
（億円）

50,101
25%
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20%

27,674
14%

23,695
12%

18,095
9%

13,902
7%

11,149
6%

13,105
7%

1,104,760
21%

1,131,785
22%

666,657
13%

711,805
14%

475,622
9%

351,427
7%

362,950
7%

383,235
7%

製造業 サービス業 不動産業

卸売・小売業 政府サービス生産者 運輸・通信業

金融・保険業 その他

兵庫県

全国

全 国 有 数 の 経 済 基 盤

■ 人口 ５５９万人（平成22年3月31日 住基台帳人口） ・・・全国第７位

■ 人口増減率 ▲０．００％（平成22年3月31日住基台帳人口） ・・・全国第１０位
※全国ベース ▲０．０１％

■ 県内総生産（名目） １９兆１，３５７億円（平成１９年度） ・・・全国第７位

■ 製造品出荷額等 １３兆３，８４０億円（平成２１年度速報）・・・全国第５位

■ 県税収入額 ５，９５６億円（平成２１年度） ・・・全国第７位

■ 標準財政規模 １０，０５８億円（平成２１年度） ・・・全国第７位
※標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの （標準税収入額等に普通交付税を加算した額）

平成19年度

経済活動別

県内総生産

（億円）

47,097

25%

41,179

22%

27,385

14%

21,654

11%

18,174

9%

14,058

7%

11,196

6%

10,614

6%

1,104,390

21%

1,190,910

23%

678,541

13%

698,480

13%

478,030

9%

350,502

7%

358,266

7%

343,796

7%

製造業 サービス業 不動産業

卸売・小売業 政府サービス生産者 運輸・通信業

金融・保険業 その他

兵庫県

全国



活発な企業立地

114（全国7位）

96（全国4位）

平成１９年

70（全国6位）122（全国3位）121（全国4位）75（全国8位）面積（ha）

54（全国1位）102（全国2位）115（全国1位）80（全国4位）件 数

平成２１年平成２０年平成１８年平成１７年区 分

交通アクセスの優位性など良好な立地環境や企業誘致への積極的な取組により、全国トップレベルの水準

中国自動車道

神
戸
淡
路
鳴
門
道

名神高
速

山陽自動車道

播
但
連
絡
道
路

海上アクセス

神戸空港神戸空港

大阪国際空港大阪国際空港

神戸港神戸港

明石海峡大橋明石海峡大橋

関西国際空港関西国際空港

新幹線新幹線

※出典：「工場立地動向調査」（経済産業省）

２





Ⅱ 阪神・淡路大震災による
本県財政への影響



震災からの復興に伴う財政負担

■復興事業費総額

１６兆３，０００億円

うち兵庫県負担額

２兆３，０００億円

国・国関係機関 8兆4,000億円

市町等 2兆9,000億円

民間事業者等 2兆7,000億円

■震災関連県債発行額

１兆３，０００億円

県債残高 ７，１００億円（Ｈ２２当）

公債費 ６４０億円（Ｈ２２当）

■県債管理基金活用総額（H２２当）

４，３００億円

積立不足３，５００億円（不足率68%）

震災の直接被害総額 約１０兆円

ひょうごフェニックス計画 １７兆円
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61.6

184.1

76.274.5

63.0
58.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

2･3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（年度）

普通建設事業費の推移

４

※決算統計（普通会計ベース）で平成2・3年度の中間水準を100とした数値
※H21までは決算数値、H22は当初予算ベースで試算

阪神・淡路大震災

兵庫県

全国



震災関連の県債残高及び公債費の推移

震災復興事業、及びその公債費等により生じた収支不足解消のため、多額の県債を発行した。
このため、平成22年度の公債費（2,788億円）の約１/４は、震災関連県債の公債費となっている。
また、県債残高は、ピーク時の約７割となったものの、依然、県全体の残高（3兆7,628億円）の
約１/５を占めている。

５
※震災関連公債費には、復興基金貸付金債にかかる利子の償還を含む
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※H21までは決算額、H22は当初予算



〔3,581〕
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県債管理基金残高の推移

震災の復興のために多額の県債管理基金を活用したため、積み立て不足となっている。
平成18年度には、外郭団体等の基金を集約したが、依然として約3,500億円不足している。

６

県債管理基金の実残高

（ ）はあるべき残高

〔 〕は積立不足額

各種の基金集約に伴う増

※H21までは決算額、H22は当初予算



健全化判断比率

７

（単位：％）

※3年間の経過措置があり、平成21～22年度：25.0％、平成23年度：20.0％、平成24年度～：15％となる。

※早期健全化基準、財政再生基準に該当する場合は、財政健全化計画等を策定。

Ｈ２１決算　A Ｈ２１収支ﾌﾚｰﾑ　B
早期健全化
基準
財政再生
基準

－　％
(実質黒字比率:0.02%)

－ ３．７５％ ５％

－　％
(連結実質黒字比率:2.56%)

－ ８．７５％
１５％(※)
(Ｈ２４～)

２０．７％ ２１．０％ ２５％ ３５％

３６６．４％ ３８８．３％ ４００％④将来負担比率

区　　分

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率



８

実質公債費比率の状況

本県の実質公債費比率は20.7％と全国ワースト2位になっている。

これは、震災からの創造的復興を図るために減債基金（本県では、県債管理基金）を活用した結果、

多額の積立不足が生じていることで、実質公債費比率が５．８ﾎﾟｲﾝﾄ押し上げられていることが大きく

影響している。

（単位：％）

7.0 

0.5 

14.7 

22.2 

H21
（単年度）

3ヵ年平均H20
（単年度）

H19
（単年度）

区分

5.8 6.5 3.9 県債管理基金積立不足に対する加算

0.4 0.4 0.3 公債費に準ずる経費等
（公営企業債償還のための繰出金等）

14.5 14.1 14.7 公債費

20.7 21.0 18.9 実質公債費比率



９

将来負担比率の状況

本県の将来負担比率は366.4％と全国ワースト1位になっている。

これは、多額の震災関連県債残高により、将来負担比率が８３．７ﾎﾟｲﾝﾄ押し上げられていることが

大きく影響している。

（単位：百万円、％）

震災関連除き震災関連除き

366.4%

2.7%

0.3%

3.6%

2.2%

0.7%

9.5%

12.8%

66.9%

4.3%

272.9%

構成比

894,061

2,527,506

1,718,045

64.8%579,317③ 退職手当支給予定額に係る普通会計の負担見込額

865,604分 母（標準財政規模－交付税算入額）

282.7%3,172,403分子合計（①～⑤－⑥）Ａ

2.6%23,571制度融資等に係る損失補償額（県の損失補償額）

0.3%2,805兵庫県住宅供給公社（県の損失補償額）

3.5%31,080(社)兵庫みどり公社（県の損失補償額）

2.1%18,550土地開発公社（負債額）

0.7%6,406道路公社（負債額）

9.2%82,412⑤ 公社及び損失補償している第三ｾｸﾀｰ等の負債等の負担見込額

12.4%110,540④ 公営企業債の償還に充てるための普通会計からの繰入見込額

4.2%37,192② 債務負担行為に基づく支出予定額（充当可能財源控除後）

192.1%2,362,942① 地方債実残高（充当可能財源控除後）

金額区 分

同左



Ⅲ 行財政構造改革の取組



１０

■ 行財政構造改革の着実な推進とフォローアップ

○ 推進方策の議決
（H21.3月、H22.3月 変更議決）

○ 検証のための「行財政構造改革審議会」の設置
（平成20年度の行革取組に対する答申(H21.9.9)）

○ 実施状況の議会報告・公表
（実施状況の議会報告(H21.9.25)）

○ 毎年度、行財政構造改革実施計画の策定

○ 広く県民の意見を聴くための

「行財政構造改革県民会議」の設置
（H21.10.7 H21第１回行財政構造改革県民会議の開催）

○ 公社等の経営状況全般について点検・評価を実施するための

「公社等経営評価委員会」の設置
（平成20年度の公社の取組に対する答申(H21.9.9)）

○ ３年ごとを目途に総点検、見直し （H22年度は該当年度）

行革推進条例の制定、推進方策の策定（H20.10月）



■ 財政運営の基本方針

１１

7,513人

98.3%

65.2%

249/1,159

33,547億円

366.4%

単年度 22.2%

236億円

△777億円

H21決算

320億円△1,280億円① 改革期間後半には歳出・歳入を均衡(H29～)

△30%8,279人⑧ 一般行政部門の定員を概ね3割削減

26,527億円

282.2 %

33,592億円

361.7%

④ 県債残高を80％水準に圧縮(H30)

将来負担比率をH19決算(震災影響除き)以下の水準

(272.3%)に抑制(H30)

単年度 18.0%単年度 18.9%③ 実質公債費比率を18％水準に抑制(H30)

12.5 %58.5 %⑥ 県債管理基金の積立不足率を2/3水準に圧縮(H30)

89.6 %103.5 %⑦ 経常収支比率を90％水準に抑制(H30)

0465/870
⑤ 県債管理基金の活用はルール積立額の概ね1/3以下

に抑制(H20～)

1,966億円△226億円② プライマリーバランスを黒字化(H20～)

H30年度H19決算項 目



１２

■ 主な取り組み

項　目 見直し内容

人件費

○定員の概ね３割削減（一般行政部門等）
　　H19年度8,279人の概ね３割（約2,700人）削減

○給与の８％削減（給料月額換算の全職員平均）

【参考】新行革プランに基づく減額措置（H２０年度～）
（１）給与月額等

（２）その他
管理職手当の減額（管理職全員：２０％減額）

給料月額 （参考）地域手当

知 事 △20%

副 知 事 △15%

教 育 長 △10%

防 災 監 等 △7%

△4.5%～△9%
(地域手当引下げ含む）

特
　
別
　
職

一 般 職

△2%

区　　　　　分

△30%

期末手当　等

役職加算・管理職加算を減額す
ることにより役職に応じて△3%
～△16%

△25%

△26%

△28%



■ 主な取り組み

１３

項　目 見直し内容

事務事業

○内部管理経費の削減
　　　・一般事務費：平成19年度当初予算額の概ね70％水準に抑制
　　　・施設維持費：平成19年度当初予算額の概ね85％水準に抑制

○政策的経費の見直し

投資事業
○投資事業費総額の全国水準への抑制
　　平成19年度2,796億円 → 26年度以降1,815億円

公的施設 ○施設の廃止、市町移譲等

公社等

○団体数を6団体削減
　　　　　　　（3団体廃止・3団体統合）
○県派遣職員を概ね50％削減
○役職員給与の見直し
○県財政支出を約35％削減

自主財源の確保
○税収確保対策の充実・強化
○未利用地等の売却処分
○命名権（ネーミングライツ）の導入



■ 今後の財政収支見通し

平成２２年度当初予算を踏まえ、平成２１年１月に内閣府が示した経済成長率および平成２１年１２月に国が示した平成２２年度の経済成長率見通し
（＋0.4％）をもとに平成３０年度までの収支見通しを試算 （平成２２年２月県議会において、試算の前提等を見直した以下の財政フレームを議決）

１４

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 20～30計

8,250 8,070 6,240 6,050 6,110 6,200 6,330 6,460 6,620 6,780 6,950 7,120 72,930

3,650 3,790 4,630 5,020 5,050 5,100 5,250 5,360 5,360 5,400 5,420 5,450 55,830

1,660 1,850 2,780 1,730 1,800 1,790 1,820 1,740 1,740 1,760 1,770 1,740 20,520

3,920 4,090 5,870 6,960 6,440 6,170 5,980 5,830 5,730 5,650 5,590 5,550 63,860

1,170 1,040 1,285 930 860 850 840 790 790 790 790 790 9,760

340 310 330 270 290 290 300 280 290 290 300 310 3,260

Ａ 18,950 19,150 21,135 20,960 20,550 20,400 20,520 20,460 20,530 20,670 20,820 20,960 226,160

6,340 6,090 5,780 5,800 5,740 5,670 5,720 5,690 5,670 5,660 5,650 5,650 63,120

2,420 2,420 2,560 2,790 2,990 3,140 3,110 3,040 2,950 2,990 2,950 2,990 31,930

2,275 2,220 2,330 2,460 2,560 2,710 2,710 2,660 2,560 2,540 2,500 2,540 27,790

2,070 1,970 990 820 830 840 850 880 900 920 940 950 10,890

総額 6,860 7,380 9,830 10,420 9,915 9,640 9,565 9,385 9,305 9,265 9,235 9,215 103,155

特財 (3,400) (3,720) (5,340) (6,720) (6,200) (5,940) (5,750) (5,610) (5,500) (5,430) (5,370) (5,320) (60,900)

総額 2,540 2,380 2,830 2,021 1,965 1,950 1,915 1,815 1,815 1,815 1,815 1,815 22,130

起債 (1,170) (1,040) (1,260) (930) (860) (850) (840) (790) (790) (790) (790) (790) (9,730)

金額 1,420 1,310 1,540 1,126 1,135 1,125 1,095 1,035 1,035 1,035 1,035 1,035 12,500

起債 (500) (470) (720) (500) (440) (430) (420) (400) (400) (400) (400) (400) (4,990)

金額 1,120 1,070 1,290 895 830 825 820 780 780 780 780 780 9,630

起債 (670) (570) (540) (430) (420) (420) (420) (390) (390) (390) (390) (390) (4,740)

30 30 30 30 30 30 30 30 240

Ｂ 20,230 20,240 21,985 21,850 21,460 21,260 21,190 20,830 20,670 20,680 20,620 20,640 231,445

Ｃ △ 1,280 △ 1,105 △ 850 △ 890 △ 910 △ 860 △ 670 △ 370 △ 140 △ 10 200 320 △ 5,285

Ｄ 1,280 1,105 850 890 855 830 645 325 85 △ 35 △ 245 △ 335 4,970

E 370 430 300 250 250 250 200 200 200 0 0 0 2,080

F 290 350 240 250 250 250 200 200 200 200 200 0 2,340

G 120 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

H 500 325 310 390 355 330 245 △ 75 △ 315 △ 235 △ 445 △ 335 550

Ｉ 0 0 0 0 △ 55 △ 30 △ 25 △ 45 △ 55 △ 45 △ 45 △ 15 △ 315

※１　H23年度以降に生じる要調整額については、毎年度の財政収支対策、歳入歳出改革を行う中で解消を図る。

※２　臨時財政対策債、減収補てん債は、交付税等欄に計上

※３　災害復旧事業は除く

※４　10億円単位で表記しているため、合計が一致しないことがある。

行 革 推 進 債 の 発 行

県 税 等

地 方 交 付 税 等

国 庫 支 出 金

特 定 財 源

起 債

投 資 的 経 費

臨時財政対策債、減収補てん債除き

そ の 他 の 一 般 財 源

歳 入 計

人 件 費

公 債 費

歳入・歳出対策後の収支不足額 Ａ－Ｂ

財 源 対 策 額 Ｅ ＋ Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ

退 職 手 当 債 の 発 行

補 助 事 業

単 独 事 業

歳 出 計

新 規 事 業 財 源

県 税 交 付 金

行 政 経 費

県債管理基金の取崩（追加積立）

公 営 企 業 会 計 か ら の 借 入

要 調 整 額 Ｃ ＋ Ｄ



33,592 33,651 33,547 33,533 32,781 31,977 31,154 30,317 29,593
28,554

27,541 26,527

804 2,206
4,095

3,953

4,022

3,883
3,812

3,726
3,612

3,496
3,378

33,592
34,455

35,753

32,166
31,037

33,319

37,628
36,803

35,930
35,037

34,129

29,905

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

その他の県債 臨財債等

■ 県債残高の見通し
今後、投資水準を引き下げることにより、行革フレーム上、県債残高は平成２１年度をピークに以降低減し、
平成１９年度の８０％の水準に圧縮する。

１５

(年度)

※ H21までは決算数値、H22以降は繰越等を勘案した行革フレーム数値
（H21の[ ]は当初見込んでいた行革フレーム数値）

H19の80％

水準

（億円）

[33,973]

[36,210]

[2,237]



18.0

18.9

20.1

21.5

22.6

24.0

24.2
24.5

23.123.1

22.2

21.0

19.9

21.4

22.7

23.6
24.2

23.923.5
23.1

22.4

20.7

19.9

20.2

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0

21.0

22.0

23.0

24.0

25.0

26.0

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

単年度 3カ年平均

■ 実質公債費比率の見通し
今後、投資水準の引き下げ等により、行革期間の後半には減少に転じ、平成30年度には
18％水準（単年度）に抑制する。

１６

※ H21までは決算数値、H22以降はフレーム

25％以上は早期健全化団体

18％以上の団体は県債発行に際し総務省の許可が必要

(%)

(年度)

【見込20.1】

【見込21.0】

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

21.9 19.9 18.9 21.0 22.2 23.1 23.1 24.5 24.2 24.0 22.6 21.5 20.1 18.0

公債費等(%) 13.6 11.1 15.0 14.5 15.2 17.8 18.3 18.0 17.0 16.3 16.3 17.3 16.8 16.2

県債管理基金積立

不足に対する加算(%)

区　分（単年度）

実質公債費比率(%)

8.3 8.8 3.9 6.5 7.0 5.3 4.8 6.5 7.2 1.87.7 6.2 4.2 3.3



282.2
300.4

319.1
337.8352.5

362.6372.3380.5383.8
366.4360.1361.7

272.3 274.2
282.7

313.2 312.4 307.2 300.5 294.2 286.3
273.3

260.3 248.0

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

将来負担比率 震災分除き

■ 将来負担比率の見通し
今後、投資水準を引き下げることにより、平成30年度には平成19年度決算（震災影響除き）
以下の水準に抑制する。

１７

H19決算（震災影響除き）水準

400％以上は早期健全化団体

(%)

※ H21までは決算数値、H22以降はフレーム

(年度)

【見込374.3】
【見込388.3】



■ 経常収支比率の見通し
今後、投資水準を引き下げることによる公債費の減少等により、平成30年度には
90％水準に抑制する。

１８

(%)

（年度）

※ H21までは決算数値、H22以降はフレーム

103.5

96.3

91.4

99.1

89.690.2
91.8

93.0
95.0

97.2

99.199.699.6
98.3

93.0
92.2
93.4 93.5 93.1

89.4
87.5
86.5
85.3 84.9

80.0

90.0

100.0

110.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

経常収支比率 震災分除き

【見込99.5】

【見込101.8】



Ⅳ 平成２１年度決算の状況



平成２１年度 普通会計決算の状況

１９

○実質収支は、２６４百万円の黒字（対前年度比＋134百万円）となり、昭和52年度以来、33年連続の黒字となった

○実質単年度収支は１３６百万円の黒字（対前年度比＋72百万円）となり、昨年度に続き、2年連続の黒字となった

決算の概要

（単位：百万円、％）

H21－H20 H21／H20

264,089 113.3%

265,463 113.5%

▲ 1,374 89.1%

▲ 1,508 87.9%

134 203.1%

71 210.9%

44 358.8%

43 352.9%

17

11,224

財 政 基 金 取 崩 額 Ｈ

135

形式収支 Ｃ =( Ａ - Ｂ )

64

実質単年度収支

（Ｆ＋Ｇ－Ｈ）
212.5%136 64 72

61

歳 出 総 額 Ｂ

17

12,598

10,960 12,468

60

1,981,590

２０　年　度２１　年　度

130

1,968,9922,234,455

264

2,245,679

区　　分

歳 入 総 額 Ａ

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ

実質収支 Ｅ =( Ｃ - Ｄ )

単 年 度 収 支 Ｆ

財 政 基 金 積 立 金 Ｇ



歳入の状況

２０

5 ,7 3 4 6 ,2 8 2 7 ,1 8 1 6 ,9 9 9 5 ,9 5 6

3 ,8 2 7 3 ,2 9 8 2 ,8 8 7 2 ,9 7 1
3 ,0 7 8

2 ,9 3 7 2 ,7 5 8 2 ,7 4 5 2 ,7 5 8 3 ,2 9 3

2 ,5 8 7 1 ,9 9 1 1 ,7 5 9 1 ,9 6 1 2 ,8 4 7

7 ,2 8 3

5 ,3 8 5

7 ,6 4 0
1 1 ,3 8 1

5 ,1 2 7

6 0 .3

5 7 .1

6 2 .3

5 8 .5

6 2 .1

0

5 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 5 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

2 5 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

H 1 7 H 1 8 H 1 9 H 2 0 H 2 1

（ 億 円 ）

3 0 .0

3 5 .0

4 0 .0

4 5 .0

5 0 .0

5 5 .0

6 0 .0

6 5 .0

（ ％ ）

そ の 他

国 庫 支 出 金

県 債

交 付 税

県 税

自 主 財 源 比 率

（単位：百万円）

（主な歳入項目） ２１年度 ２０年度 H21－H20 主な増減理由

県税 595,590 699,867 ▲ 104,277 法人事業税（▲817億円）、法人県民税（▲94億円）、自動車取得税（▲54億円）

地方交付税 307,782 297,135 10,647
地域雇用創出推進費の創設、公債費の増による基準財政需要額の増加
法人関係税の大幅減による基準財政収入額の減少

県債 329,275 275,761 53,514 退職手当債（▲130億円）、臨時財政対策債（＋575億円）、減収補てん債（＋112億円）

国庫支出金 284,759 196,056 88,703
①国経済対策に伴う基金造成に対する交付金（＋580億円）
②地域活性化・公共投資臨時交付金（＋150億円）

その他 728,273 512,771 215,502 貸付金元利収入（＋1,614億円）、地方譲与税（＋268億円）、繰入金（＋162億円）

歳入総額 2,245,679 1,981,590 264,089

（自主財源比率） 57.1% 60.3% ▲3.2% （参考）　自主財源　：地方税、分担金、使用料、手数料、財産収入等



２１

歳出の状況

8 ,8 6 0

2 , 3 2 5 2 , 7 1 4 2 , 6 4 4 2 , 7 2 5

3 , 4 2 4 2 , 8 6 8 2 , 5 4 6 2 , 6 6 6

1 0 , 9 3 5

6 , 2 5 6 6 , 3 4 1 6 , 3 8 1 6 , 1 1 5 5 , 7 9 2
2 1 72 0 92 0 42 0 1 2 2 6

4 , 0 1 5
9 , 5 8 1

7 , 0 2 2

7 , 6 9 5

8 , 1 6 8

0

5 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0

1 5 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0

3 0 , 0 0 0

H 1 7 H 1 8 H 1 9 H 2 0 H 2 1

（ 億 円 ）

そ の 他

投 資 的 経 費

公 債 費

扶 助 費

人 件 費 （ ( )は 退 職 金 ）

( 4 6 1 ) ( 4 8 6 ) ( 5 8 5 ) ( 7 0 6 ) ( 7 6 9 )

( 2 2 , 3 4 4 )

( 2 6 , 3 5 4 )

( 2 1 , 8 7 5 )
( 1 9 , 8 6 7 ) ( 1 9 , 6 9 0 )

（単位：百万円）

（主な歳出項目） ２１年度 ２０年度 H21－H20 主な増減理由

人件費 579,168 611,477 ▲ 32,309
基本給（▲66億円）
期末勤勉手当（▲105億円）
退職金（▲145億円）

公債費 272,497 264,404 8,093
一般公共事業債中の財源対策債の元利償還金（＋72億円）
臨時財政対策債の元利償還金（＋29億円）

投資的経費 266,594 254,553 12,041

【補助】
尼崎の森公園整備費（＋56億円）、公共事業河川改良費（＋34億円）、
公営住宅整備費（▲22億円）
【単独】
緊急道路整備事業費（＋47億円）、特別支援学校整備費（＋34億円）、
高等学校整備費（▲55億円）、緊急街路整備事業費（▲42億円）
【災害復旧】
台風９号災害発生に伴う土木施設災害復旧費（＋51億円）

その他の経費 1,093,554 816,843 276,711
中小企業制度資金貸付金の増（＋1,578億円）、補助費等（＋303億円）、
積立金（＋785億円）

歳出総額 2,234,455 1,968,992 265,463



Ⅴ 平成２２年度当初予算の状況



２２

平成２２年度 当初予算について
■ 予算の規模

 （単位：億円、％）

うち一般歳出 104.5

93.2

※一般歳出：公債費、税交付金を除いた政策的経費の合計

92.8

104.121,173

Ａ／Ｂ
平成２１年度 増  減

Ｂ （Ａ－Ｂ）
872

799

平成２２年度

Ａ

区　  　分

公 営 企 業 会 計 1,667

一 般 会 計 22,045

18,434

33,431

特 別 会 計

合 計

9,719

17,635

33,438 △ 7

10,477 △ 758

1,788 △ 121

100.0

★ デフレギャップの解消に向けた実需要の喚起、中小企業の資金繰り対策等、
緊急経済・雇用対策を推進するため、一般会計の予算規模は前年度を８７２億円上回った。

★ 全会計の予算規模は前年度並に抑制した。



歳入の状況

■ 県税
物価の下落によるデフレや円高の進行、雇用情勢の悪化等、景気の先行きが不透明な中、県税収入は引き続き厳しい状況に
なるものと見込まれる。
法人関係税については、地方法人特別税（国税）の平年度化により法人事業税が大幅な減収となり、前年度を３２２億円下回る
９０４億円を計上した。また、個人県民税が所得水準の低下等により、前年度を１５７億円下回るほか、不動産取得税についても
新築着工床面積の減少等により、前年度を２８億円下回ると見込まれることから、県税全体では、前年度を５２２億円下回る
５，４４３億円を計上した。
地方法人特別税を財源として都道府県に配分される地方法人特別譲与税を加えると、前年度を３２２億円下回る５，９７８億円
となった。

２３

（単位：百万円、％）
平成22年度 平成21年度 増　減

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）

204,283 219,942 △  15,659 92.9

90,431 122,661 △  32,230 73.7

99,271 98,253 1,018 101.0

14,567 17,361 △  2,794 83.9

135,748 138,283 △  2,535 98.2

544,300 596,500 △  52,200 91.2

53,522 33,497 20,025 159.8

597,822 629,997 △  32,175 94.9

区　　　　　分 Ａ／Ｂ

法 人 関 係 税

個 人 県 民 税

そ の 他 の 税

地 方 法 人 特 別 譲 与 税 ②

地 方 消 費 税 （ 清 算 後 ）

合 計 （ ① ＋ ② ）

県　税　合　計　①

不 動 産 取 得 税



２４

■ 県債発行予定額等
・投資的経費に充当する通常債については、投資事業が前年度に比べ９２％の水準となったことから、前年度を１２６億円
下回る９９３億円を計上。
・財源対策として発行する退職手当債、行政改革推進債は、新行革プランにおける財政フレームの範囲内で、退職手当債を
２５０億円、行政改革推進債を２５０億円計上。
・一般会計県債全体では、臨時財政対策債の大幅増（前年度比７５２億円増）により３，３８４億円を計上（H21当初比115.2％）。

（ 単 位 : 百 万 円 、 ％ ）
平 成 2 2 年 度 平 成 2 1 年 度
当 初 当 初

Ａ Ｂ

通 常 債 9 9 , 3 0 0 1 1 1 , 8 5 6 △  1 2 , 5 5 6 8 8 . 8

退 職 手 当 債 2 5 , 0 0 0 3 5 , 0 0 0 △  1 0 , 0 0 0 7 1 . 4

行 政 改 革 推 進 債 2 5 , 0 0 0 3 3 , 0 0 0 △  8 , 0 0 0 7 5 . 8

計 1 4 9 , 3 0 0 1 7 9 , 8 5 6 △  3 0 , 5 5 6 8 3 . 0

臨 時 財 政 対 策 債 1 8 9 , 0 5 8 1 1 3 , 8 7 5 7 5 , 1 8 3 1 6 6 . 0

県 債 計 3 3 8 , 3 5 8 2 9 3 , 7 3 1 4 4 , 6 2 7 1 1 5 . 2

区 　 　 　 　 　 分
増 減
( Ａ － Ｂ )

Ａ / Ｂ

（ 単 位 ： 百 万 円 ）

金 額 借 換 率

一 般 会 計 1 0 年 債 平 成 1 2 年 度 1 2 4 , 7 1 7 8 3 , 4 0 4 6 6 . 9 %

平 成 2 年 度 1 8 , 8 9 3 1 0 , 9 1 2 5 7 . 8 %

昭 和 5 5 年 度 1 1 , 7 0 8 0 0 . 0 %

計 1 5 5 , 3 1 8 9 4 , 3 1 6 6 0 . 7 %

５ 年 債 平 成 1 7 年 度 6 1 , 0 5 0 6 1 , 0 5 0 1 0 0 . 0 %

平 成 1 2 年 度 1 9 , 1 9 0 1 2 , 8 5 3 6 7 . 0 %

計 8 0 , 2 4 0 7 3 , 9 0 3 9 2 . 1 %

計 2 3 5 , 5 5 8 1 6 8 , 2 1 9 7 1 . 4 %

特 別 会 計 1 0 年 債 平 成 1 2 年 度 6 6 , 5 4 3 6 0 , 6 6 1 9 1 . 2 %

平 成 2 年 度 1 , 1 5 9 6 7 1 5 7 . 9 %

昭 和 5 5 年 度 2 , 1 9 9 0 0 . 0 %

計 6 9 , 9 0 1 6 1 , 3 3 2 8 7 . 7 %

５ 年 債 平 成 1 7 年 度 2 , 5 0 0 2 , 0 0 0 8 0 . 0 %

平 成 1 2 年 度 8 1 0 5 4 2 6 6 . 9 %

計 3 , 3 1 0 2 , 5 4 2 7 6 . 8 %

計 7 3 , 2 1 1 6 3 , 8 7 4

3 0 8 , 7 6 9 2 3 2 , 0 9 3 7 5 . 2 %

企 業 庁 1 0 年 債 7 , 0 0 0 4 , 7 0 0 6 7 . 1 %

3 1 5 , 7 6 9 2 3 6 , 7 9 3 7 5 . 0 %合 　 　 　 　 計

満 期 到 来 額
借 換 債 発 行 額

年 限 当 初 発 行 時 期

小 　 　 　 　 計

会 計

（参考）借換債発行額
実質公債費比率算出ルール（据置なし、３．３％、３０年償還）
に沿って借換債を発行する。一般会計・特別会計あわせて
２３２，０９３百万円（借換率７５．２％）を発行（発行６年目の
ため１００％借換となる５年債等を含む）。
別途、企業庁借換債４，７００百万円を加えた２３６，７９３百万円
を予算計上した。



２５

赤字は確定、黒字は予定。

� ２２年度も、入札方式をメインとした条件決定を実施（下半期の5年・10年債は交互に隔月発行を予定）

� 超長期債は、２０年債・３０年債を５００億円発行予定

� ２２年度市場公募債発行予定額は、１，９００億円（共同発行債、ミニ公募債を除く）

� 銀行等引受債は、提案方式を中心に実施

年間発行計画 （単位：億円）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

超長期 － 100 － － 300 － － 500

10年 200 100 － 100 100 － 100 － － 700

５年 200 100 － 100 － 100 － 700

共　同
発行債

10年 50 100 100 100 50 100 50 50 50 50 50 50 800

銀行等
引受債

－ － － 720 － － 760 － 2,280

ミ　ニ
公募債

５年 － 13 － － － 39 － 40 － － － － 92

5,072合　計

区　分

400

市　場
公募債

100

100

100

400

100



歳出の状況

２６

■ 人件費
給与改定や定員の見直し等の実施により、職員給等は１１９億円の減となった。
退職手当は定年退職者数の減（前年度比△９４人）等により２５億円の減となった。

 

職 員 給 等 51 2 , 6 8 4 5 2 4 , 5 6 4 △  1 1 , 8 8 0

退 職 手 当 67 , 0 0 0 6 9 , 4 7 5 △  2 , 4 7 5

合 計 57 9 , 6 8 4 5 9 4 , 0 3 9 △  1 4 , 3 5 5

（ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）

区 　 　 分
増 　 減
（ Ａ － Ｂ ）

Ａ ／ Ｂ

97 . 7

9 6 . 4

9 7 . 6

平 成 22年 度
　 　 　 Ａ

平 成 21年 度
　 　 　 Ｂ

○１４ヶ月予算 （単位：百万円、％）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

112,600 0 112,600 119,718 116,718 1,112 117,830 94.1 96.5 95.6

89,555 4,578 94,133 110,412 98,312 3,870 102,182 81.1 91.1 92.1

202,155 4,578 206,733 230,130 215,030 4,982 220,012 87.8 94.0 94.0

9,052 0 9,052 0 0 0 0 皆増 皆増 皆増

211,207 4,578 215,785 230,130 215,030 4,982 220,012 91.8 98.2 98.1

　※災害復旧事業には、応急復旧分（枠設定）を除く

Ｃ／Ｇ平成21年度
２月補正

平成22年度
当初

平成21年度
当初（前倒し
分除き）

平成21年度当初（前倒し除き）＋平成20年度１月補正

平成20年度
１月補正

平成21年度
当初 Ａ／Ｄ Ａ／Ｅ区　　　　　　分

平成22年度当初＋平成21年度２月補正

合 計（①＋②＋③）

投 資 補 助 事 業 ①

投 資 単 独 事 業 ②

小 計（①＋②）

災 害 復 旧 事 業 ③

■ 投資的経費
厳しい経済・雇用情勢を踏まえ、実需要喚起を図るため、平成２１年度補正と合わせ、平成２１年度当初予算
並の事業量を確保した。



２７

■ 公債費
平成１８年度発行の臨時財政対策債（発行額５１２億円）、財政健全化債等（同５５９億円）の元金償還開始等
により、前年度を２０４億円上回る２，７８８億円を計上した。
（このうち、阪神・淡路大震災からの復旧・復興に係る公債費は６４２億円）

（単位：百万円、％）

125.6 退職手当債・行革推進債等分 26,884 21,409 5,475 
119 101.8 

臨 時 財 政 対 策 債 分 29,119 26,309 2,810 110.7 

107.9 
通 常 債 分 216,151 204,182 11,969 105.9 

減 収 補 て ん 債 分 6,651 6,532 

公 債 費 278,805 258,432 20,373 

Ａ／Ｂ
　　　　　Ａ 　　　　　Ｂ （Ａ－Ｂ）

区　　　　　　分
平成22年度 平成21年度 増　　減





＜ 参 考 資 料 ①＞

（平成21年度決算に係る補足資料）



平成２１年度 全会計の決算概要

２８

一般会計および特別会計決算収支 （単位：百万円）

２１年度 ２０年度 対前年比 ２１年度 ２０年度 対前年比

2,169,252 2,025,111 107.1 2,164,294 2,018,152 107.2 241

1,045,612 1,344,256 77.8 1,038,860 1,338,194 77.6 6,325

県 有 環 境 林 等 3,172 1,586 200.0 3,172 1,586 200.0 0

港 湾 整 備 事 業 3,928 3,205 122.6 3,894 3,129 124.4 34

公共事業用地先行取得事業 2,671 2,662 100.3 2,671 2,662 100.3 0

県 営 住 宅 事 業 31,374 34,916 89.9 31,352 34,838 90.0 22

勤労者総合福祉施設整備事業 4,934 5,449 90.5 4,884 5,449 89.6 0

流 域 下 水 道 事 業 33,183 33,642 98.6 32,731 33,294 98.3 76

庁 用 自 動 車 管 理 262 261 100.4 262 261 100.4 0

公 債 費 709,857 681,135 104.2 709,857 681,135 104.2 0

自 治 振 興 助 成 事 業 1,096 1,156 94.8 1,085 1,145 94.8 11

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 868 829 104.7 186 195 95.4 682

小規模企業者等振興資金
（旧･産業開発資金）

7,453 555,127 1.3 4,851 552,926 0.9 2,602

農 林 水 産 資 金 27,613 15,071 183.2 24,717 12,363 199.9 2,896

基 金 管 理 特 別 会 計 22,710 9,217 246.4 22,709 9,211 246.5 2

地 方 消 費 税 清 算
（ 新 設 ）

196,491 - 皆増 196,491 - 皆増 0

２１年度 ２０年度 対前年比 ２１年度 ２０年度 対前年比

2,245,679 1,981,590 113.3 2,234,455 1,968,992 113.5 265

歳　　　　出

普 通 会 計

実質収支

実質収支区　　　　分
歳　　　　　入 歳　　　　出

特 別 会 計 合 計

一 般 会 計

区　　　　分
歳　　　　　入

公営企業会計決算収支 （単位：百万円）

病院事業
水道用水
供給事業

工 業 用
水道事業

電気事業
水源開発
事 業

地域整備
事 業

企業資産
運用事業

合 計

(84,551) (16,124) (3,891) (276) (0) (6,573) (170) (118,045)

88,020 16,105 3,415 393 0 12,707 166 111,585

(88,553) (14,232) (3,061) (255) (0) (6,258) (82) (123,644)

90,093 14,568 2,817 489 0 11,805 38 112,441

(▲ 4,002) (1,892) (830) (21) (0) (315) (88) (▲ 5,599)

▲ 2,073 1,537 598 ▲ 96 0 902 128 ▲ 856

(12,122) (17,374) (1) (0) (145) (31,613) (0) (39,088)

18,590 4,191 1 477 147 9,276 23 61,255

(12,953) (24,935) (2,329) (53) (145) (40,331) (115) (85,380)

21,217 12,228 2,386 327 147 22,537 115 80,861

(▲ 831) (▲ 7,561) (▲ 2,328) (▲ 53) (0) (▲ 8,718) (▲ 115) (▲ 46,292)

▲ 2,627 ▲ 8,037 ▲ 2,385 150 0 ▲ 13,261 ▲ 92 ▲ 19,606

(96,673) (33,498) (3,892) (276) (145) (38,186) (170) (157,133)

106,610 20,296 3,416 870 147 21,983 189 172,840

(101,506) (39,167) (5,390) (308) (145) (46,589) (197) (209,024)

111,310 26,796 5,203 816 147 34,342 153 193,302

(▲ 4,833) (▲ 5,669) (▲ 1,498) (▲ 32) (0) (▲ 8,403) (▲ 27) (▲ 51,891)

▲ 4,700 ▲ 6,500 ▲ 1,787 54 0 ▲ 12,359 36 ▲ 20,462

※　上段（　）書きは、前年度の数値である。

収入
合

計

支出

差引

収入
資

本

的

収

支

支出

差引

区　分

収入
収

益

的

収

支

支出

差引



企業会計資産状況・企業債残高推移（平成２１年度決算ベース）

２９

(単位：百万円)

借入資本金 自己資本金 資本剰余金 利益剰余金 累積欠損金

病院事業 132,586 98,537 81,453 34,049 11,858 105,157 0 ▲ 82,966

水道用水供給事業 261,393 88,592 83,406 172,801 94,108 76,266 2,427 0

工業用水道事業 65,918 24,953 20,076 40,965 15,184 25,206 575 0

電気事業 1,594 47 0 1,547 1,620 1 0 ▲ 74

水源開発事業 7,151 5,773 4,111 1,378 0 1,378 0 0

地域整備事業 215,754 166,260 152,368 49,494 22,960 1,007 25,527 0

企業資産運用事業 21,817 295 0 21,522 20,654 0 868 0

　　　　　　　計 706,213 384,457 341,414 321,756 166,384 209,015 29,397 ▲ 83,040

公営企業会計決算

資本

資産

負債

718 740 722 744 739 715
672 680 701 719

1,408 1,388
1,348

1,302
1,252

1,189
1,122

1,061

216 214 209 205 199 192 184 173 162 150 136

679
737

1,044

1,137
1,208 1,206 1,199 1,173

792

990
833

915

1,102
1,155

1,103

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

年度

残
高

（単
位
：
億
円

）

病院 水道用水供給 工業用水道 地域整備

資産状況（H22/3末）

事業別企業債残高推移

・公営企業７会計合計での
借入資本金は、約3,414
億円で前年度から90億円
減少している。

・病院事業会計で累積欠損
金が830億円生じている
が、その一方で資本剰余金
も1,051億円計上している。

・電気事業はH22年3月末に
関西電力㈱に事業譲渡した
ことに伴い275百万円の資産
売却損を計上したため、
74百万円の赤字となった。

・通常、地方公営企業会計
では、借入資本金を資本
の部に計上しているが、
借金に変わりはないため、
本県IR資料では従来から
左表のとおり負債として計
上している。
この「実質資本」でも全会
計でプラスとなっている。



H22/3末 連結バランスシート
総務省方式改訂モデルに基づいた連結バランスシート
【連 結 ベース】 県民１人当たりの資産１６０万円、負債１１０万円、純資産５０万円
【普通会計ベース】 県民１人当たりの資産１３１万円、負債 ９０万円、純資産４１万円

(単位：億円）

売却可能資産：土地（職員住宅跡地等５８ha、２４９億円）、建物（元龍野実業高校等２２件、６３億円）

３０

＜総務省方式改訂モデル＞
固定資産 ：簿価（用途廃止財産は時価）
減価償却費の算定：財務省作成の財務諸表による耐用年数
貸付金・未収金 ：簿価及び回収不能見込額（過去の不能欠損率等から算出）
投資及び出資：
市場価格のある有価証券：年度末時点の価格
市場価格のない出資金等：簿価－投資損失見込額
地方債残高 ：金融機関等からの借入実残高

【資産の部】 普通会計 連結後 【負債の部】 普通会計 連結後

１　公共資産 65,613 78,482 １　固定負債 45,477 54,509

（１）有形固定資産 65,301 77,776 （１）地方債 39,209 45,085

（２）無形固定資産 0 394 （２）退職手当引当金 5,124 5,514

（３）売却可能資産 312 312 （３）預かり金等 1,144 3,910

２　投資等 6,083 7,282 ２　流動負債 4,989 6,944

（１）投資及び出資金 3,298 1,970 （１）翌年度償還地方債 3,989 4,953

（２）貸付金 1,260 1,752 （２）翌年度支給退職手当等 1,000 1,991

（３）基金 1,323 1,820 負債合計 50,466 61,453

（４）長期延滞債権等 202 1,740 【純資産の部】

３　流動資産 1,771 4,015 純資産 23,001 28,326

（１）資金 1,673 2,128

（２）未収金等 98 1,887

資産合計 73,467 89,779 負債及び純資産合計 73,467 89,779



兵庫県が50％以上出資する団体等の財務状況
（平成２２年度県議会報告法人・H２１年度決算ベース）

・（株）夢舞台：H19年12月減資（減資比率90％：資本金51億円→5億円）、H20年3月増資（増資額：10億円）、
債務超過を解消（累積損失を46億円圧縮）。Ｈ21年度は最終損益で黒字転換を果たした（前期比＋336百万円）。

・公社等が担う行政サービスの必要性を検証し、団体の統廃合や経営改善の促進、県の財政支出・人的支援の見直しを図る。

・地方財政健全化法を踏まえたさらなる経営改善の促進、情報公開や公認会計士等による監査の導入など運営の透明性の向上を図る。

・公社等に対する指導監督を強化するため、外部有識者等で構成する第三者委員会を設置する。

３１

行革推進方策 改革の基本方向（県議会議決）

（単位：百万円）

正味財産（地方公社は

資本合計） 累積収支※

（公財）兵庫県青少年本部 55 42 538 189 141 48 ▲ 7 0 0 0

（財）ひょうご情報教育機構 100 50 ▲ 231 357 49 308 208 0 0 0

（公財）ひょうご産業活性化センター 184 80 ▲ 1,332 21,155 20,457 698 514 8,715 6,468 15,183

（財）兵庫県勤労福祉協会 15 10 18 2,219 1,568 651 636 0 980 980

（財）ひょうご科学技術協会 4,200 4,000 1 5,587 67 5,520 1,320 0 0 0

（財）兵庫県科学技術振興財団 200 200 ▲ 8 210 1 209 9 0 0 0

（公財）兵庫県国際交流協会 500 500 0 1,386 154 1,232 732 104 0 104

（社）兵庫みどり公社 1,050 5 85 68,992 66,544 2,448 1,398 64,377 0 64,377

（財）兵庫県営林緑化労働基金 126 80 6 440 309 131 5 0 0 0

兵庫県土地開発公社 105 105 76 99,991 91,921 8,070 7,965 72,560 15,368 87,928

兵庫県道路公社 55,561 55,561 16 220,194 164,314 55,880 319 43,865 22,000 65,865

兵庫県住宅供給公社 15 8 29 124,054 117,913 6,141 6,126 14,820 84,384 99,204

（財）兵庫県住宅建築総合センター 20 10 ▲ 21 23,418 23,328 90 70 267 0 267

（公財）阪神・淡路大震災復興基金 100 67 ▲ 278 2,772 225 2,547 2,447 0 0 0

（公財）兵庫県住宅再建共済基金 100 100 9 2,718 475 2,243 2,143 0 0 0

（財）兵庫県体育協会 564 366 ▲ 43 2,640 848 1,792 1,228 0 0 0

（財）暴力団追放兵庫県民センター 1,500 1,100 ▲ 9 1,598 5 1,593 93 0 0 0

（株）夢舞台 1,509 1,250 142 2,561 2,307 254 ▲ 1,255 874 236 1,110

計 65,904 63,534 ▲ 1,002 580,481 490,626 89,855 23,951 205,582 129,436 335,018

※利益剰余金（欠損金）又は正味財産－基本財産を指す

長短借入金計資産計 負債計 長期借入金 短期借入金当期収支差額団体名 資本金 県出資金



土地開発公社の状況

保有土地の状況
　　H21末の内訳
県依頼用地 自主事業

面積(ha) 1,150 1,081 1,040 990 52
金額(億円) 930 843 651 597 54

H２１末H２０末H１９末区分

土地開発公社
平成２１年度 平成２０年度 差引

流 動 資 産 81,131 99,521 △ 18,390

固 定 資 産 18,860 8,906  9,954

計 99,991 108,427 △ 8,436

流 動 負 債 15,802 35,816 △ 20,014

固 定 負 債 76,119 64,617  11,502

計 91,921 100,433 △ 8,512

基 本 財 産 105 105  0

準備金・剰余金 7,965 7,889  76

計 8,070 7,994  76

23,121 14,965  8,156

23,084 14,931  8,153

37 34  3

17 15  2

0 0  0

53 48  5

23 7  16

0 0  0

76 55  21

損

益

計

算

書

事 業 収 益

事 業 費 用

事業利益（損失）

事 業 外 収 益

事 業 外 費 用

経常利益（損失）

そ の 他 利 益

そ の 他 費 用

当 期 利 益

貸

借

対

照

表

資

産

負

債

資

本

兵庫県土地開発公社 今後の経営方針

産業団地等の立地状況（平成22年3月末現在）

産業団地等 60.2 51.5 85.5

立地率(%)立地済(ha)全体(ha)区分

３２

（単位：百万円）

財務状況等

○職員数の見直し等により執行体制を縮小するなど、運営の一層の効率化。

○産業団地は今後新たな造成を行わず、現保有地への企業立地を促進。

○先行取得用地等は公社債の期限到来等に応じて、環境林として県が取得。

○ 負 債 の 内 訳

平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度

流 動 負 債 未 払 金 2 8 1 6 4 7

未 払 費 用 1 2 3 1 0 5

短 期 借 入 金 5 ,3 6 8 3 8
１ 年 以 内 償 還

　 公 社 債

そ の 他 3 0 2 6

（ 計 ） 1 5 ,8 0 2 3 5 ,8 1 6

固 定 負 債 公 社 債 5 3 ,0 0 0 3 0 ,0 0 0

長 期 借 入 金 1 9 ,5 6 0 3 0 ,8 2 6

退 職 引 当 金 7 1 2 8 0 3

そ の 他 2 ,8 4 6 2 ,9 8 8

（ 計 ） 7 6 ,1 1 8 6 4 ,6 1 7

9 1 ,9 2 0 1 0 0 ,4 3 3（ 負 債 合 計 ）

1 0 ,0 0 0 3 5 ,0 0 0



住宅供給公社の状況
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住宅供給公社
平成21年度 平成20年度 差引

流 動 資 産 7,655 10,684 △ 3,029

固 定 資 産 116,399 118,297 △ 1,898

計 124,054 128,981 △ 4,927

流 動 負 債 91,618 81,955 9,663

固 定 負 債 26,295 40,915 △ 14,620

計 117,913 122,870 △ 4,957

基 本 財 産 15 15 0

準備金・剰余金 6,126 6,096 30

計 6,141 6,111 30

17,255 28,541 △ 11,286

15,877 26,806 △ 10,929

1,378 1,735 △ 357

24 47 △ 23

953 1,369 △ 416

449 413 36

0 1,032 △ 1,032

420 317 103

29 1,128 △ 1,099

そ の 他 費 用

事 業 外 収 益

事 業 外 費 用

経常利益 （損失）

そ の 他 利 益

当 期 利 益

資

産

資

本

負

債

貸

借

対

照

表

損

益

計

算

書

事 業 収 益

事 業 費 用

事業利益 （損失）

兵庫県住宅供給公社

財務状況等

○固定資産（1,164億円）の内訳
賃貸事業資産 1,091（93.7%） 事業用土地 9（0.8%）
その他 64(5.5%)

○流動負債（916億円）の内訳
１年内償還社債 439（47.9%） 短期借入金 272（29.7%）
１年内返済長期借入金 133（14.5%） 未払金 13（1.4%）
前受金 27（2.9%） 預り金 32（3.5%）

○事業収益（172億円）の内訳
分譲事業 3（1.7%） 賃貸管理事業 92（53.5%）
管理受託 43（25.0%） 県営住宅受託工事 29（16.9%）
その他 5（2.9%）

○経常利益(4.5億円)の内訳
分譲事業 △1.5(△33.3%)     賃貸事業 6.7(148.9%)
その他 △0.7(△15.6%)

○住宅管理戸数（22年4月1日現在） 〈昨年比増減〉
公社賃貸住宅 186団地〈△7〉 7,831戸〈△94〉
県営住宅 367団地〈△133〉 34,970戸〈△16,635〉

（単位：百万円）

今後の経営方針

○公社賃貸住宅の新規供給は行わず、既存ストックを有効活用。
（原則、行革期間中は建替も行わず。）
○分譲宅地の新規着手は行わず、未処分宅地を早期処分。



道路公社の状況

３４

道路公社  

平成21年度 平成20年度 差引

流 動 資 産 3,583 3,642 △ 59

固 定 資 産 216,611 218,946 △ 2,335

計 220,194 222,588 △ 2,394

流 動 負 債 22,679 23,123 △ 444

固 定 負 債 43,905 49,084 △ 5,179

特 定 引 当 金 97,730 94,518  3,212

計 164,314 166,725 △ 2,411

基 本 財 産 55,561 55,561  0

準備金・剰余金 319 302  17

計 55,880 55,863  17

6,786 7,248 △ 462

6,628 6,944 △ 316

158 304 △ 146

305 173  132

443 452 △ 9

20 25 △ 5

0 0  0

4 5 △ 1

16 20 △ 4

貸

借
対

照

表

資

産

負

債

資

本

損
益

計

算
書

事 業 収 益

事 業 費 用

事 業 利 益 （ 損 失 ）

事 業 外 収 益

事 業 外 費 用

経 常 利 益 （ 損 失 ）

そ の 他 利 益

そ の 他 費 用

当 期 利 益

兵庫県道路公社 路線の概要と料金収入

○播但連絡道路（姫路市～朝来市65.1ｋｍ） 4,886百万円〈△503〉
○遠阪トンネル（北近畿豊岡自動車道4.7ｋｍ） 782百万円〈 △1〉
○西宮北道路（4.3ｋｍ） 1,048百万円〈 ＋23〉

〈 〉は前年度比

（単位：百万円）

財務状況等

○負債の内訳

平成21年度 平成20年度

流動負債 未払金 647 1,074

短期借入金 22,000 22,000

未払費用 7 8

預り金 25 41

（計） 22,679 23,123

固定負債 国貸付金 33,579 37,519

公営公庫 8,756 9,941

民間 315 368

その他（市） 1,215 1,221

退職引当金 40 35

（計） 43,905 49,084

特定引当金 損失補填引当金 21,452 20,705

償還準備金 76,278 73,813

（計） 97,730 94,518

164,314 166,725

○出資金

55,561百万円は全額兵庫県出資

（負債合計）



＜ 参 考 資 料 ②＞

（歳入・歳出に係る過去データ推移）



県税収入の推移

基金残高の推移

基金残高
のピーク

３５

1 ,0 7 6 1 , 0 9 7 1 , 0 7 6 1 , 0 4 7 9 9 3 1 , 0 1 6 1 , 1 1 9 1 , 2 7 2

2 , 2 0 0 2 , 2 3 7 2 , 2 0 7

2 , 9 3 7

1 , 4 4 4 1 , 4 6 5
1 , 2 2 3 1 , 2 3 7

1 , 5 0 6
1 , 8 0 7

2 , 1 9 3

2 , 2 0 4 2 , 1 2 4

1 , 2 1 1

1 , 9 8 5

3 , 4 9 2 3 , 3 0 0

2 , 8 4 9 2 , 7 8 2

2 , 8 6 7

2 , 8 0 8

2 , 8 1 7

2 , 7 7 7 2 , 6 3 8

2 , 5 3 8

0

1 , 0 0 0

2 , 0 0 0

3 , 0 0 0

4 , 0 0 0

5 , 0 0 0

6 , 0 0 0

7 , 0 0 0

8 , 0 0 0

元 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0 2 1

（ 年 度 ）

（ 億 円 ）

個 人 県 民 税 法 人 関 係 税 そ の 他 の 税

( 5 , 1 1 9 )

( 5 , 7 3 4 )

( 6 , 9 9 9 )

( 6 , 2 8 2 )

( 7 , 1 8 1 )

( 5 , 0 1 2 )

( 5 , 7 6 6 ) ( 6 , 0 3 3 )
( 5 , 8 4 1 )

( 5 , 3 8 9 )

( 5 , 9 5 6 )

2 5 6
3 0 2 4 2 1 1 0 0 4 1 0 0 0

1 , 4 4 1

5 5 3
6 8 2 7 0 6 8 2 6

9 8 9

4 3 6

2 , 2 7 1

1 , 8 6 7
1 , 6 5 0 1 , 6 4 6

2 3 8

8 9 8

2 , 3 0 4

1 , 6 7 8
1 , 6 5 5 1 ,6 1 3

1 , 5 2 6
1 , 4 1 3

1 , 2 3 8

2 1 7

2 2 3 2 3 5

3 3 4

4 , 0 0 1

2 , 2 6 1
2 , 3 6 1 2 ,3 4 0 2 , 3 6 2 2 , 4 0 2

1 , 6 7 8

2 , 4 8 9

2 , 0 9 0 2 , 1 2 3

2 , 8 7 8

0

5 0 0

1 , 0 0 0

1 , 5 0 0

2 , 0 0 0

2 , 5 0 0

3 , 0 0 0

3 , 5 0 0

4 , 0 0 0

4 , 5 0 0

4 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0 2 1

（ 年 度 ）

（ 億 円 ）

基 金 残 高

そ の 他 の 基 金

国 経 済 対 策 基 金

県 債 管 理 基 金

財 政 基 金

法人関係税

のピーク



県債発行額及び県債残高の推移
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■発行額の推移

■残高の推移

8,461

5,423

3,076 3,240 3,416

2,200 2,418
2,877
3,814 3,427

2,937 2,758 2,745 2,758
3,293

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

億
円

22,134

26,921
29,266

31,598
33,755 34,723

35,684 36,962
39,055

40,596

35,722 36,802
37,547 38,351

39,606

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

億
円



公債費及び投資的経費の推移

３７

■投資的経費の推移

2,278 1,985 1,832 1,729 1,556 1,498 1,479 1,280 1,173 1,239

1,790
1,790

1,637
2,618

2,048
1,656 1,506

1,275
1,085 1,061

394
357

369

332

403

339
309

283
281 296

707
30

130
522

192

18

5
18

60

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
（年度）

（億円） 普通建設（補助） 普通建設（単独） 国直轄事業負担金等 災害復旧

(3,843) (4,015)

(2,546)

(3,424)

(2,868)

(4,697)

(2,666)

(4,522)
(4,150) (4,199)

■公債費の推移

703 966
1,054 1,046 1,090 1,078 1,062 1,077 1,017 1,002 1,081

639 703 676 669

577
636 731

908
1,259 1,232 1,457

1,599 1,721
1,678
2,000 1,954 2,038

1,886

7,811

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

億
円

元金償還額

利子

(1,280)

(2,707)

(1,954)

(1,602)
(1,785)

(2,349) (2,310)
(2,519) (2,676)

(2,738) (2,888)

(8,892)

(2,317)
(2,703) (2,630)




